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特集：アフリカの農林業協力

北中真人＊・比嘉桃子＊＊

はじめに

本 誌 Vol.47（1）（2024） で、2024 年 ５ 月
にアフリカ連合委員会（AUC）がケニアの
首都ナイロビで開催したアフリカ肥料・土壌
健全性サミットの概要を報告したが、今回は
サミット後の AUC のフォロー体制とその中
における一般財団法人ササカワ・アフリカ財
団（SAA）の支援の方向について、本年８
月に横浜で開催される TICAD 9 との関わり
も含め、報告する。

１．アフリカ肥料・土壌健全性サミットの背
景と成果
昨年のアフリカ肥料・土壌健全性サミット

（以降、サミット）は、2006 年のアブジャ肥
料サミットで採択された「アブジャ宣言」と、
2014 年の AU 首脳会議で採択された「マラ
ボ宣言」の流れを汲む重要な会議で、９名の
国家元首を含む政府高官ら 4000 人を超える
参加者を集めて開催された。AUC がサミッ
トを開催した背景には、ロシア・ウクライナ
戦争による肥料価格高騰・不足問題への喫緊
の対応と、長年にわたり指摘されてきた土壌
健全性の確保がアフリカの持続的な農業発展
には不可欠であるとの強い認識があったもの

と推測される。サミット最終日には、アフリ
カの農業生産性向上に向けて、土壌の健全性
改善と肥料の効率的な利用を促進するための
各国政府や関係機関のコミットメントをまと
めた「ナイロビ宣言」およびアフリカの土壌
の健全性と生産性を体系的に改善するための
中長期的な取組みを示す枠組み文書「アフリ
カ土壌イニシアティブ（SIA）」が採択された。

ナイロビ宣言は、SIA に基づき、大陸・地
域・国の３層のレベルで 10 ヵ年行動計画を
2025 年 11 月までに作成し（第１フェーズ）、
2034 年までの 10 年間を実施フェーズと位置
付け、対処していくこととしている（第２
フェーズ）。策定された行動計画は、大陸レ
ベルは AUC が、地域レベルは各地域の経済
共同体が、そして国レベルは各国政府が主導
する方向である。同方向は、本年１月にウガ
ンダで開催されたアフリカ包括的農業開発計
画（CADAAP）会議でも再確認された。

ナイロビ宣言の主な目標：
•  肥料の生産と流通の促進：アフリカにおけ

る認証された高品質な有機・無機肥料の生
産と流通を 2034 年までに３倍にすること
を目指す。

•  土壌の健全性の向上：2034 年までに域内
の農地の少なくとも 30％の劣化土壌を改
良する。

•  ファイナンス：有機・無機肥料の生産・販

アフリカの土壌健全性に向けた AUC の方針と
ササカワ・アフリカ財団の取組み

KITANAKA Makoto and HIGA Momoko：AUC 
Initiative for Soil Health in Africa and Sasakawa 
Africa Association Support.
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売・流通を改善するためのアフリカ肥料
ファイナンス・メカニズムを稼働させる。

•  上記に向けた環境整備：ふさわしい政策・
規則を整備する。

•  人材育成の向上：国毎に効率的な人材育成
システムを構築する。ナレッジ共有・研修・
ベストプラクティスの伝達を通して域内の
連帯を促進する。  
2034 年までに少なくとも 70％の小規模農
家が質の高い農業普及サービスを得られる
ようにする。

•  現地化の促進：ナイロビ宣言の提言を国家
農業投資計画に反映させる。各国財務大臣
はナイロビ宣言の提言を実施するため、十
分な予算を確保する。

ナイロビ宣言の主な行動計画：
•  アフリカの肥料と土壌の健全性に関する行

動計画の承認：より具体的な行動計画とし
て、「アフリカの肥料と土壌の健全性に関
する行動計画」が承認された。

•  肥料消費量の目標設定：2034 年までに１ha
当たり 54kg の肥料消費量を目標として設
定し、2006 年のアブジャ宣言の目標（同
50kg）が引き継がれた。

•  域内バリューチェーンの開発：アフリカ大
陸内の鉱物肥料や有機肥料のバリュー
チェーン開発のために、より多くの公的・
民間資本を動員することに重点を置く。

•  インフラと情報通信技術（ICT）の活用：
スマート灌漑技術による水の供給と効率的
な利用を含む、持続可能な土壌管理の実践
に向けて、インフラ整備と ICT の活用を
推進する。

SIA の主な目的：
•  土壌の健全性の改善：科学に基づき、地域

に適応した持続可能な土壌管理の実践を普
及させることで、アフリカの土壌を健全で
レジリエントなものにすることを目指す。

•  農業生産性の向上：土壌の健全性を改善す
ることで、肥料の効率的な利用やその他の
技術の効果を高め、農業生産性の持続的な
向上を図る。

•  食料安全保障の強化：農業生産の向上を通
じて、アフリカの食料安全保障を強化し、
飢餓の撲滅に貢献する。

•  気候変動への対応：土壌中の有機物を増や
し、炭素隔離を促進することで、気候変動
の緩和に貢献するとともに、気候変動の影
響に対する農業のレジリエンスを高める。

•  貧困削減：農業生産の向上による農家所得
の増加や、食料価格の安定化を通じて、貧
困削減に貢献する。

SIA の重要な要素：
•  統合的な土壌管理：有機肥料と無機肥料の

適切な組み合わせ、輪作、不耕起栽培、被
覆作物など、持続可能な土壌管理技術の普
及を推進する。

•  知識と能力開発 : 農家、普及員、研究者な
ど、関係者の土壌管理に関する知識と能力
を向上させるための教育、研修、情報共有
を強化する。

•  データと情報システム：土壌の状態や管理
に関する信頼性の高いデータと情報システ
ムを構築し、効果的な計画策定とモニタリ
ングを実現する。

•  政策と制度の枠組み：持続可能な土壌管理
を促進するための政策、法律、規制の枠組
みを整備する。
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•  パートナーシップと連携：政府機関、研究
機関、民間セクター、市民社会組織、国際
機関など、多様なステークホルダーとの連
携強化および協働を推進する。

なお、SIA では土壌の健全性と水管理を小
流域ベース（Landscape）で捉える必要性を
力説している。衛星データやドローンの活用
を含めた最新技術とフィールドレベルの知見
を組み合わせた新たな取組みが求められるも
のと思われる。

２．サミットのフォロー体制
サミット後、2024 年７月にフォロー会議

が開催され、ナイロビ宣言の実施は以下の体
制（図１）で進めていくことが決定された。
SIA の全体総括機関（大陸レベルの調整）は
AUC とアフリカ連合開発庁−アフリカ開発
の た め の 新 パ ー ト ナ ー シ ッ プ（AUDA-

NEPAD）が担い、事務局として AUC 傘下
のアフリカ農業研究フォーラム（FARA）が
全体を調整する。地域レベルの調整は地域経
済共同体が担当し、それと並行して、５つの
課題別連合体（Coalition）が SIA をテーマ
別（研究・開発、政策・アドボカシー、民間
セクター・ビジネス、農業普及／アドバイザ
リーサービス、教育）に支援する体制が確認
された。全体総括を担う AUC と AUDA-
NEPAD は、各国がそれぞれのメカニズムを
構築できるよう支援し、CAADP のモニタリ
ング・評価システムに沿った形で効率的なモ
ニタリング・システムを構築する他、アクショ
ンプラン実施に向けた具体的なロードマップ
を作成する。加えて、様々なパートナーシッ
プとの連携体制を強化することに努め、ジン
バブエにあるアフリカ肥料開発センター

（African Fertilizer Development Center）
の活動を活性化する役割を担う。各国政府は、

図１　SIA 事務局のガバナンスと連携体制
出典： SIA・FARA 2024 年，The SIA Secretariat’s governance and coordination structure

より筆者日本語訳  
https://sia.faraafrica.org/wp-content/uploads/2024/10/SIA-AFSH_AP-Coordination-
Secretariat-.pdf（2025 年５月 26 日）
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国内に肥料研究・開発センターを設置・強化
する責任を負い、民間セクターは域内の肥料
産業への投資を増やし、持続可能な土壌管理
の実践を促進することが期待されている。国
際・域内金融機関は、アフリカの肥料産業に
対する民間および公共の投資を支援する役割
を担う。開発パートナーは、AUC、AUDA-
NEPAD、地域経済共同体、そして各国政府
によるナイロビ宣言の実施を支援する。

３．課題別連合体の進展とSAAの取組み
先述の５つの課題別連合体の活動状況と、

SAA の現在の取組みについて述べる。SAA
は、研究・開発連合体と連携しつつ、農業普

及／アドバイザリーサービスと教育の２つの
連合体の推進を担うことになる。なお、政策
アドボカシー連合は政府を含む公的機関が中
心となって各種調整を行い、民間セクター・
ビジネス連合は肥料確保に向けた取組みが中
心になる。なお、５つの課題別連合体の構成
や名称は今後も進捗に応じて変更の可能性が
ある。

１）研究・開発連合
研究・開発連合は、アフリカ緑の革命のた

めの同盟（AGRA）と肥料・土壌健全化推進
連合（CIFSH）が担当する予定になっている。
CIFSH は、アフリカ植物栄養研究所（APNI）、

写真１　SAAの土壌健全性向上に関連した活動

野菜苗にマルチングする若者（ウガンダ）

メイズと大豆を混作する女性（ナイジェリア）

作物残渣を使ってコンポスト
を作る女性（マリ）

ミミズコンポストから作られた液肥
（Vermi-wash）を抽出する男性（エチオピア）
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アフリカ農業研究フォーラム（FARA）、国
際肥料開発センター（IFDC）、国際熱帯農業
研究所（IITA）の連携によって結成されて
いる。SAA は主導メンバーではないが、同
連合のメンバーである IITA とは様々なプロ
ジェクトで連携している。また FARA から、
後 述 す る 国 際 農 林 水 産 業 研 究 セ ン タ ー

（JIRCAS）の事業のアドバイザリー委員会
メンバーが参加しているため、今後、直接的・
間接的に同連合と連携する可能性が高い。
JIRCAS は、2023 年４月より公益財団法人
日本財団の支援の下、ガーナで環境再生型農
業実証プロジェクト（TERRA Africa）を実
施しており、SAA は、同事業の研究成果を
マリ、ナイジェリア、ウガンダ、エチオピア
で普及する役割を担っている。

研究・開発連合メンバー
・ アフリカ緑の革命のための同盟（AGRA）：

本部ケニア
・ アフリカ植物栄養研究所（APNI）：本部モ

ロッコ
・ アフリカ農業研究フォーラム（FARA）：

本部ガーナ
・ 国際肥料開発センター（IFDC）：本部アメ

リカ
・ 国際熱帯農業研究所（IITA）：本部ナイジェ

リア

２）農業普及／アドバイザリーサービス連合
（以下、農業普及連合）
農業普及連合は、AU 傘下の農業普及サー

ビスのためのアフリカフォーラム（AFAAS）
が SAA（共同主導）とともに全体調整を行
うことになっている。SAA の環境再生型農
業のリード・専門家である Dr. Stella Kabiri

（ステラ・カビリ）が、同連合体の全体コーディ
ネーターに指名され、現在、ワークプランの
作成など具体的な展開に向け国際機関や研究
機関、NGO などと動きを加速している。

2024 年８月、AFAAS は関係機関（SAA
を含む）と農業普及連合の基本枠組みを議論
するオンライン会合を開催し、同年９月には
ルワンダで開催された AGRA 主催のアフリ
カ食料システムフォーラムで、メンバー間の
調整会議を対面で開いた。今後、この連合は
AFAAS、SAA および他のメンバーによる
成果の普及だけでなく、研究・開発連合の成
果普及も担うことが期待されている。

また、２回目の全体調整会議は、AFAAS
と SAA の連携により、本年４月にナイロビ
で開催された国際農業研究協議グループ

（CGIAR）サイエンスウィークの機会に開催
され、ワークプランの最終化に向けた議論が
行われた。主な議論の成果として、普及サー
ビスの戦略的重要性の確認、能力開発とシス
テム変革の推進、７つのテーマ領域（末端ま
での普及、包括的な普及、デジタルイノベー
ション、能力開発、政策統合、資源動員、パー
トナーシップとシステム強化）の設定が挙げ
られる。会議では、農家の関与強化、資金調
達メカニズムとの連携、資源動員、法的正当
性の明確化、システムベースの普及、普及サー
ビスの商業化、ジェンダー、地域的連携、デ
ジタルツール活用などの提言も行われた。会
議は行動志向で締めくくられ、今後のステッ
プとタイムラインが設定された。農業普及連
合の今後の活動では、マトリックスを基に詳
細計画を策定していく予定である。なお、各
連合体の名称を統一するため、農業普及連合
は、Coalition for Strengthening Extension 
and Advisory Services（C4SEAS）という名

21805235 国際農林業協力Vol48 No1.indb   1321805235 国際農林業協力Vol48 No1.indb   13 2025/07/24   13:43:412025/07/24   13:43:41



─ 14 ─

称で、知識・実践・能力開発のスケーリング
ハブとなる戦略的方向性が合意された。

C4SEASメンバー（アルファベット順）：
【国際機関・NGO】
・ 農業普及サービスのためのアフリカフォー

ラム（AFAAS）：本部ウガンダ
・ アフリカ肥料・アグリビジネス・パートナー

シップ（AFAP）：本部南アフリカ
・ アフリカ緑の革命のための同盟（AGRA）：

本部ケニア
・ 国 際 農 業 バ イ オ サ イ エ ン ス セ ン タ ー
（CABI）：本部イギリス

・ カトリック救援サービス（CRS）：本部ア
メリカ

・ 東アフリカ農民連盟（EAFF）：本部ケニア
・ 欧州委員会（European Commission）：本

部ベルギー
・ アフリカ農業研究フォーラム（FARA）：

本部ガーナ
・ ビル・ゲイツ財団（Gates Foundation）：

本部アメリカ
・ 国際農業開発基金（IFAD）：本部イタリア
・ 全アフリカ農民機構（PAFO）：本部ルワ

ンダ
・ ササカワ・アフリカ財団（SAA）：本部日本
・ アフリカ農業変革のための技術／国際農業

研究協議グループ（TAAT/CGIAR）：本
部コートジボワール（アフリカ開発銀行内）

【大学・研究機関】
・ アフマドゥ・ベロ大学（ABU）：所在地ナ

イジェリア
・ 国際農業研究協議グループ（CGIAR）：所

在地フランス
・ 国際土壌照合情報センター（ISRIC）：所

在地オランダ
・ 国際農林水産業研究センター（JIRCAS）：

所在地日本
・ リロンゲ農業天然資源大学（LUANAR）：

所在地マラウイ
・ マケレレ大学（カンパラ）（MUK）：所在

地ウガンダ
・ 北米農業アドバイザリーネットワーク
（NAAAN）：所在地アメリカ

・ 農業における能力開発のための地域大学
フォーラム（RUFORUM）：事務局ウガンダ

３）教育連合
アフリカ農業の発展において土壌の健全性

は長年の課題であるにもかかわらず、なかな
か解決に向けた具体的な行動が取られてこな
かった大きな要因の一つに、土壌研究に関わ
る人材の不足が挙げられる。普及員レベルは
もとより、研究者においても土壌に関する知
識が十分とは言えないのが現状である。こう
した背景から、教育連合は、アフリカ 40 ヵ
国 170 大学をカバーする RUFORUM（The 
Regional Universities Forum for Capacity 
Building in Agriculture）が主導する方向と
なり、RUFORUM の事務局であるマケレレ
大学（ウガンダ）が、同連合の中心的な役割
を担う。SAA はこれまでも RUFORUM と
大学を起点とした人材育成事業の大陸内の展
開につき意見交換を行ってきたが、SIA に関
する人材育成における RUFORUM との連携
につき、改めて協議した結果、SAA の人材
育成事業をベースにした高等人材育成計画の
プロポーザルを作成し、関係機関に資金サ
ポートを要請していく方向が確認された。こ
のため今後、教育連合は農業普及連合と統合
される見込みである。
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本年４月下旬に SAA が主催したオンライ
ン会議では、農業普及連合の主要メンバーが
集まり、資金確保のためのコンセプトノート
作成についてブレインストーミングを行っ
た。その中で、資金の半分を人材育成予算に
充て、残りの半分については、組織的な普及
能力の強化、土地に応じた肥料や土壌の健全
性に関するアドバイスのためのデジタルツー
ルの強化、土壌に関する知識と研修のための
地域ハブの設立などが意見として挙がった。
また、会議では、普及システム全般の見直し
を試みるのではなく、土壌の健全性と肥料の
効率性に焦点を当てるべきであるという意見
や、各国主導の土壌イニシアティブとの連携
が強調された。さらに、連合メンバーが現在
実施しているプロジェクトとの連携なども検
討された。

４．TICAD 9におけるサイドイベントの開催
本年８月に横浜で開催予定の TICAD 9 に

おいて、SAA は、AUC、アフリカ開発銀行
（AfDB）と共催で「アフリカにおけるレジ
リエンスな食料システムの構築：持続可能な
成 長 の た め の 土 壌 健 全 性 と 若 者 の 雇 用

（Building Resilient Food Systems in Africa：
Soil Heath and Youth Employment for 
Sustainable Growth）」と題したサイドイベ
ントを計画している。

SAA は、AUC が主催した肥料・土壌健全
性サミットのフォローアップにおける公式メ
ンバーとして位置づけられたことを受け、
TICAD 9 の場でアフリカ関係者とともにア
フリカにおける土壌健全性の重要性を発信

し、現場に即した SAA の環境再生型農業の
取組みを幅広く紹介したいと考えている。同
イベントに関連する活動として、SAA は、
昨年 12 月に、環境再生型農業の実践例を 11
のカテゴリーに分け、50 の実用技術を「アフ
リカにおける土壌健全性向上のための環境再
生型農業技術集（A Basket of Regenerative 
Ag r i c u l t u r e  Te chn o l o g i e s  f o r  t h e 
Improvement of Soil Health in Africa）」 と
して取りまとめ、ウェブ上１で公開している。
また、アフリカでは人口増加が続いており、
特に若年層の雇用創出が喫緊の課題である。
職を求めて農村から都市へ若者が流出する一
方で、都市部では十分な雇用がない。このた
め、農業を若年層の新たな雇用の吸収源として
検討する必要があると考えている。TICAD 9
の場を通じて、農業生産だけでなく、農産物
加工、農機具の製造や収穫物の輸送など、農
業バリューチェーン全体に沿った形での雇用
創出について関係者間で議論を深め、日本の
貢献について具体的な検討を行う機会とした
い。AUC は、SAA の環境再生型農業の取り
組みに加え、これまでの 38 年間にわたるア
フリカの小規模農家への支援を高く評価して
おり、現在、SIA を含む支援枠組みに関する
SAA との覚書（MoU）の締結を検討してお
り、TICAD 9 の開催に合わせて、署名式を
行えるよう調整をしている。

おわりに

SIA はアクションプラン作成後、2026 年
から 10 年間の実施プロセスに入るが、土壌
の改善には中長期的な視点が求められる。北
米における環境再生型農業の経験では有機物
含量が増加し、安定した土壌環境を得るため
には最低でも５年は必要であるといわれてい

１ https://www.saa-safe.org/news/news.php?nt=1& 
vid=635&lng=jpn
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る（Wilson, Mercier, Myers 2023）。地道な
支援が必要である一方、環境再生型農業は各
農家の圃場における自然環境・土壌環境に合
わせてカスタマイズしていく必要がある。そ
のため、基本的な改良技術を習得した後は、
農家自身が導入技術・知識の成果を踏まえな
がら、持続的な農業スタイルを探求していく
ことが期待される。特に、少雨や多雨の年に
おいて環境再生型農業のレジリエント効果

（土壌水分の保持と透水性の確保）が期待で
きるため、気候変動下の農業生産において選
択肢が限られている小規模農家にとって、環
境再生型農業は農家自身で管理・改良できる
ローコストで有効な農法であると期待され
る。

筆者が 2023 年にエチオピア中部のオロミ
ア州アナソラ地区を訪問した際、環境再生型
農業に取組んでいる農家をインタビューした
が、多くの農家が環境再生型農業は自分たち
で色々と工夫できる農法だと高く評価してい
た。一人の農家は、自分の圃場の一部を実験
圃場だと話し、どのマメ科作物と穀物の混作
が収量増につながるか実験していると話し
た。また、その農家は、これまで農業という
のは親の代から教わったことを毎年同じよう
に繰り返すものだと思っていたが、環境再生
型農業と出会って畑に出るのが楽しくなった
と笑顔で語ってくれた。まだ個人レベルの取
組みではあるが、コミュニティ単位で同様の
取組みが行われ、意見交換が活発になれば、
慣行農業に対してある種の文化的変容をもた
らすかもしれない。

一方で、米国トランプ政権による米国国際
開発庁（USAID）の解体宣言は、SIA の実
施プロセスにも大きな影響を及ぼすことが懸
念される。USAIDは、肥料・土壌健全性サミッ

ト後、北欧諸国や関連機関を取りまとめて
SIA を支援していくことを公式の場で表明し
ていたが、今後の方向性は不明である。また、
イギリス、オランダなどの欧州諸国も ODA
の削減を決定しており、SIA の支援のみなら
ず、SIA に関わっているアフリカの関連機関
への支援にも大きな影響が出ることが懸念さ
れる。かかる状況において、今回の TICAD 9
は、日本への新たな期待が高まる機会になる
のではないかと思われる。
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